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１．平成18年３月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 22,481 4.5 419 48.7 1,251 21.7

17年３月期 21,520 △6.0 282 △40.2 1,028 △13.8

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 560 △2.4 41 44 ―――― 2.6 5.1 5.6

17年３月期 574 7.7 42 44 ―――― 2.7 4.2 4.8

（注）①持分法投資損益 18年３月期 － 17年３月期 －

②期中平均株式数（連結） 18年３月期 12,916,405株 17年３月期 12,941,102株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 25,145 21,910 87.1 1,695 26

17年３月期 24,258 21,219 87.5 1,640 40

（注）期末発行済株式数（連結） 18年３月期 12,910,020株 17年３月期 12,920,237株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年３月期 633 △1,451 △399 4,220

17年３月期 661 △2,132 △450 5,419

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 2社 持分法適用非連結子会社数 － 持分法適用関連会社数 －

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 13,300 450 260

通　期 33,500 1,400 812

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　 62円90銭

※　上記に記載した予想数値は、平成18年４月１日開始事業年度から連結対象子会社となる大和無線電器株式会社の業績

予想も含めた数値であります。また、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素

を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の5～6ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況

企業集団の概況

　当社グループは、当社及び連結子会社２社（㈱システム機器センター、㈱響和）とで構成されており、電気商品の

卸販売を主な内容とし、更に弱電設備の設計・施工及び不動産管理並びに賃貸、駐車場管理等の事業活動を展開して

おります。

　なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、次の事業部門に区分しております。

　各事業部門における当社グループ各社の位置付け等は、次のとおりであります。

電気商品卸販売部門 ………… 当社がメーカー（仕入先）より商品を仕入し、家電専門店、一般量販店等の小売業

者等に販売しております。

電気関連システム化部門 …… 弱電設備の設計・施工等を、連結子会社㈱システム機器センターが行っております。

不動産管理部門 ……………… 当社の営業設備及び賃貸設備の土地、建物等の管理、損害保険代理業等を連結子会

社㈱響和が行っております。

　当社グループの系統図は次のとおりであります。

 

仕  入  先 仕   入   先 

得 意 先 

不動産管理 
損害保険代理業 

弱電設備の

設計・施工 
商品 

商品 商品 

（連結子会社） 
㈱システム機器センター 当  社 （連結子会社） 

㈱ 響 和 

商品 

得  意  先 
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２．経営方針

１.会社の経営の基本方針

　当社は、消費者が本当に必要としているものを消費者の立場で提供していく「消費者第一主義」を基本理念に、ブ

ランドにこだわらず、消費者にとっても、お得意様にとっても真に利益となり喜んでいただける商品の提供を第一に

心がけ、秀でた技術力と特徴を有する小型家電専業メーカーの商品の取扱いを中心とする総合生活関連商社として、

経営に当たっております。

  また、当社グループでは、株主、投資家、取引先等、ステークホルダーの信頼と期待にお応えするため、事業活動

を通して「利益ある成長」と「健全経営の維持」を基本として、売上・利益の拡大と徹底したローコスト追求の仕組

みを構築し、企業価値を高めるため努力邁進しております。

２.会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、株主への配当政策を経営上の最重要課題のひとつとして位置づけており、利益配分につきましては、財務

体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様への安定的な配当の維持および適正な利益還元を基本としており

ます。

  また、内部留保につきましては、将来における株主の皆様の利益拡大のため、業績動向、投資計画、財務基盤の安

定性といった諸事情を勘案して、引き続き株主還元の強化を検討してまいる所存であります。

３．投資単位の引下げに関する考え方および方針等

　当社は、投資単位の引下げが、個人投資家の株式市場への参入を促進し、株式の流動性を高める有用な施策である

と理解しております。

  こうした中、投資単位の引下げにつきましては、株主利益や費用対効果の視点から、引き続き検討を続けてまいり

ますが、今後の市場の動向や株券不発行制度等も勘案し、実施時期なども広く視野に入れて検討してまいります。

４.中長期的な会社の経営戦略

　当社は、平成18年１月10日に「中期経営計画の概要について」として、その骨子と経営目標数値（連結ベース）を

発表いたしました。現時点におきましても、その経営戦略に変わりはありません。

[中期経営計画の骨子]

① コアビジネスへの集中投資による企業価値の向上

　   当社のコアビジネスである家電卸売事業において、集中投資（Ｍ＆Ａの推進、オリジナル商品の強化、ロジス

   ティクスの変革等）を行うことによって、独立系家電卸売業者としてトップクラスの売上高を目指すとともに、

　 利益率の向上を図り、当社企業価値を高めてまいります。

② 事業投資と株主還元強化による資本効率の改善

　   当社の信用力の源泉である安定した財務基盤の維持を前提に、上記企業価値向上のための事業投資への自己

　 資金の活用など当社資産の一層の有効活用を図るとともに、株主還元も強化し、資本効率の改善を進めてまい

   ります。

[経営目標数値（連結ベース）]

   平成19年３月期    売上高335億円    経常利益14億円

   平成23年３月期    売上高500億円    経常利益20億円
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５.会社の対処すべき課題

　当社を取り巻く経営環境は、ますます厳しさが増し、また変化のスピードも一層加速されていくものと予想されます。

  ＩＴ革命の進展は、情報のみならず物流の迅速化も促進させ、情報と物流のスピードがこれまで以上に企業の命運

を左右するようになってまいりました。

  こうした中で、当社は、販売・物流・情報の３つの分野を有機的に統合し、より高度なネットワークを構築し、「消

費者第一主義」を実現してまいります。

  当社は家電流通業界において下記のような強みと特徴を有する家電卸売業者として認知されております。

  ・ 長年培ってきた顧客基盤と信用

  ・ メーカー系列に属さない独立系卸の為、取扱商品の制約がないこと

  ・ 家電卸売業界では数少ない上場会社であること

  ・ 安定した財務基盤

  ・ 豊富な資金力

  環境変化の激しい今こそ、このような当社の強みと特徴を活かした家電卸売事業への集中投資により、業界内での

当社の優位性を高め、当社企業価値を一層高めたいと考えております。

  併せて、資本効率の改善策として、自己資金によるコアビジネスへの投資、賃貸用不動産の有効活用、ならびに継

続的な株主還元強化を図りたいと考えております。

６.親会社等に関する事項

　該当事項はありません。
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３．経営成績及び財政状態

（経営成績）

①　当期の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や堅調な民間設備投資に加え、雇用情勢の改善や個人消費

も増勢を強めるなど、緩やかな景気の回復を続けてまいりましたが、一方で原油価格の高騰による原材料や消費者物

価への影響が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

  当家電流通業界におきましては、厳冬という季節的要因もあり暖房関連商品に活発な動きがあったものの、薄型テ

レビをはじめとするデジタル関連商品は価格競争がますます激化し、生き残りをかけた厳しい状況が続いております。

また家電小売業界においての再編と寡占化は依然として進んでおり、当社が属する家電卸売業界もその影響を大きく

受けることとなりました。

　このような情勢の中、当社におきましては、取引先、消費者のニーズに対応したオリジナル商品の開発や、家電流

通業界の変革への迅速な対応のために、関東物流センターの開設等、コアビジネスである家電卸売事業に積極的な投

資を行ってまいりました。

  この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は224億８千１百万円で前連結会計年度比4.5％の増収となり、

経常利益は12億５千１百万円で前連結会計年度比21.7%の増益、当期純利益は「固定資産の減損に係る会計基準」を適

用したことによる減損損失２億１千８百万円と、西日本電機販売厚生年金基金を脱退したことによる特別掛金４千６

百万円を計上したことにより、５億６千万円で前連結会計年度比2.4%の減益となりました。

　事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。

  電気商品卸販売部門（当社）におきましては、売上高は218億７千３百万円（前期比4.6％増）となり、営業利益は

４億８百万円（前年同期比61.5％増）となりました。電気関連システム化部門（子法人）におきましては、受注競争

は厳しかったものの売上高は５億９千７百万円（前期比0.1％増）となり、不動産管理部門（子法人）におきましては、

手数料等の減少により営業収入は１千万円（前年同期比0.5％減）となりました。

②　次期の見通し

　次期の見通しにつきましては、景気回復感の兆しはあるものの、原油価格の高騰による影響や、税制改正による公

的負担増加が予測されるなど、個人消費の鈍化につながる懸念材料も見受けられ、予断を許さない状況が続くものと

思われます。

  また家電小売業界においての再編と寡占化により、当社が属する家電卸売業界も相応の影響を受けることになると

思われます。

  このような情勢の中で、当社は平成18年４月１日に同業の大和無線電器株式会社の株式を100％取得し、当社の子会

社として経営統合いたしました。

　これにより、当社グループとして、取扱商品、営業地域、販売先等の補完を図ることによる効率的な規模の拡大と、

統合によるシナジー効果を発揮し、当社グループの更なる業績の拡大と企業価値の向上を図ってまいります。

　電気商品卸販売部門では、消費者ニーズを的確に把握し、生活に役立つ新しい商品を一つでも多く市場に提供する

ことと、大きく変化しつつある流通業界の物流体制に的確な対応を図り、これらを着実に遂行することで業績の向上

を目指したいと考えております。

  また、電気関連システム化部門（連結子会社）では、厳しい受注競争が続く建設市況の中で、新規物件獲得と優良

得意先の開拓に注力し、一方で、受注に係るロスの低減化等を図り、利益確保に対する意識改革を徹底してまいります。

  不動産管理部門（連結子会社）では、当社保有不動産の有効活用を更に推し進め、管理料の増収、ならびに保険代

理店業務にも力を入れ、手数料の増加による利益の向上を図ってまいります。

③　次期の配当

　株主の皆様への利益還元を安定的に継続する方針に基づき、次期の配当につきましても、中間、期末配当ともに安

定的配当として、1株当たり15円（年間普通配当30円）を予定しております。

  併せて、配当性向50％を目標数字として、次期の業績動向も勘案し、株主の皆様への更なる利益還元強化を図りた

いと考えております。
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（財政状態）

①　当期の概況

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

11億９千８百万円減少し、当連結会計年度末には42億２千万円となりました。また、当連結会計年度におけるフリー・

キャッシュ・フローはマイナス３億２千３百万円（前期は６億３千６百万円）となりました。

　営業活動により得られた資金は６億３千３百万円（前期比２千８百万円減）となりました。これは主に、税金等調

整前当期純利益が９億８千６百万円（前期比３千９百万円減）となり、棚卸資産の減少１億６千１百万円等により資

金が増加し、一方で売上債権の増加１億７千９百万円、仕入債務の減少１億４千６百万円、退職給付引当金の減少１

億円等により資金が減少したことによるものであります。

　投資活動の結果使用した資金は14億５千１百万円（前期比６億８千万円減）となりました。これは主に、投資有価

証券償還による収入３億２千万円等があった一方で、有形固定資産の取得による支出８億円、投資有価証券取得によ

る支出が７億３千７百万円あったこと等によるものであります。

  財務活動の結果使用した資金は３億９千９百万円（前期比５千万円減）となりました。これは、配当金の支払３億

８千７百万円と、自己株式の取得による支出１千２百万円によるものであります。

②　次期の見通し

　次期においては、回収条件の見直し等により受取手形の金額の圧縮を図り、また物流改革の一環として商品在庫の

圧縮を図り、営業活動によるキャッシュ・フローの更なる増大と獲得を行い、財務体質をいっそう強固なものとして

まいります。

　（注）　フリー・キャッシュ・フローは以下の計算式を使っております。

フリー・キャッシュ・フロー＝当期純利益＋減価償却費－設備投資額－運転資本増加額

なお、運転資本は、売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形で算出しております。

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率 87.4％ 86.3％ 86.8％ 87.5％ 87.1％

時価ベースの自己資本比率 20.9％ 21.6％ 43.6％ 53.8％ 69.0％

自己資本比率　：　自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率　：　株式時価総額／総資産

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
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（事業等のリスク）　

　企業が事業を遂行している限り、さまざまなリスクが伴います。当社グループにおきましては、これらのリスクの

発生を防止、分散、あるいはリスクヘッジすることにより、リスクの合理的な軽減を図っております。

　しかしながら、予想を超える事態が生じた場合には、当社グループの経営成績および財政状態に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。

　決算短信提出日現在、想定されるリスクには、以下のようなものがあります。

  ①経済動向による影響について

　    当社は家電小物商品等、個人消費財を販売しており、国内の個人消費に大きく依存しております。従って、今

    後の経済および個人消費の動向によって、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

  ②業界動向および競合等による影響について 

　 当家電流通業界におきましては、企業間競争が激しく、競合他社との価格競争が激化し、また当社の重要販売

 先である大手家電量販店におきましても、依然として再編と寡占化が進んでおります。こうした動向によって

 は、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

  ③仕入先・メーカーとの連携について

　    当社の主要販売先の多くは、オンラインによる受発注はもとより、コンピュータによる高度な商品管理を行っ

    ております。これらに対応するためには、当社と仕入先・メーカーとの連携が必要不可欠であります。

　    こうした中、仕入先・メーカーのたとえ一社に生産トラブル等が発生しても、それが当社の販売に影響し、業

    績に影響を及ぼす恐れがあります。

  ④自然災害等について

　    大地震や台風等の自然災害によって、当社グループの営業設備、物流施設および情報管理関連施設等の拠点 

    に、甚大な被害を被る可能性があり、その規模によっては当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

    す。

  ⑤投資有価証券の減損処理について

   当社では、投資有価証券の減損処理に当たっては、「時価が著しく下落した」と判断するための合理的な社内

 基準に基づいて行っております。

　 今後の株式市況の動向、また保有する個別銘柄の業績の動向によっては、減損処理を余儀なくされる銘柄が

 出てくる可能性があります。

 ⑥年金債務について

   当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度を併用しております。

   退職給付費用及び債務は簡便法により算出しておりますが、計算要素となる年金資産の運用によっては当社

 グループの業績が影響を受ける可能性があります。

  ⑦海外生産について

   当社のオリジナル商品や多くの取引メーカーにおいて、中国、ベトナム等、海外生産の比重が高くなってお

 ります。

   こうした中、その国情の変化及び社会的事件の発生等により、生産に支障が発生し、当社の業績に影響を及

 ぼす可能性があります。

  ⑧システムトラブルについて

   当社のコンピュータシステムは、本社に設置せれたホストコンピュータと、各事業所の端末機をフレームリ

 レー網で接続する本社集中型となっております。

   万が一、ネットワークに障害が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結財務諸表等
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 5,509 4,310  

２．受取手形及び売掛金 3,945 4,125  

３．有価証券 212 1,170  

４．たな卸資産 858 696  

５．繰延税金資産 67 57  

６．その他 267 265  

７．貸倒引当金 △5 △5  

流動資産合計 10,854 44.7 10,620 42.2 △233

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物 1,875 2,140  

減価償却累計額 △1,501 374 △1,520 619  

(2）車輌運搬具 3 3  

減価償却累計額 △2 0 △2 0  

(3）器具及び備品 168 187  

減価償却累計額 △145 22 △154 32  

(4）土地 2,476 2,955  

(5）建設仮勘定 － 26  

有形固定資産合計 2,873 11.8 3,633 14.5 760

２．無形固定資産 10 0.0 10 0.0 △0

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 5,147 5,507  

(2）長期貸付金 0 0  

(3）賃貸固定資産 3,814 3,595  

減価償却累計額 △1,222 2,592 △1,267 2,328  

(4）長期預金 2,600 2,900  

(5）繰延税金資産 4 0  

(6）その他 195 146  

(7）貸倒引当金 △20 △3  

投資その他の資産合計 10,519 43.4 10,880 43.3 360

固定資産合計 13,403 55.3 14,524 57.8 1,120

資産合計 24,258 100.0 25,145 100.0 887
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前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．支払手形及び買掛金 1,754 1,607  

２．未払法人税等 118 82  

３．未払消費税等 9 18  

４．賞与引当金 119 99  

５．その他 124 141  

流動負債合計 2,126 8.8 1,950 7.8 △176

Ⅱ　固定負債  

１．繰延税金負債 166 676  

２．退職給付引当金 172 71  

３．役員退職慰労引当金 151 123  

４．預り保証金 422 411  

固定負債合計 912 3.8 1,284 5.1 372

負債合計 3,038 12.5 3,234 12.9 195

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 2,644 10.9 2,644 10.5 －

Ⅱ　資本剰余金 2,560 10.6 2,560 10.2 －

Ⅲ　利益剰余金 15,627 64.4 15,775 62.7 147

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

566 2.3 1,122 4.5 556

Ⅴ　自己株式 ※３ △180 △0.7 △192 △0.8 △12

資本合計 21,219 87.5 21,910 87.1 691

負債資本合計 24,258 100.0 25,145 100.0 887
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高 21,520 100.0 22,481 100.0 960

Ⅱ　売上原価 18,262 84.9 19,088 84.9 826

売上総利益 3,258 15.1 3,392 15.1 134

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  

１．販売費 1,693 1,755  

２．一般管理費 1,282 2,976 13.8 1,217 2,972 13.2 △3

営業利益 282 1.3 419 1.9 137

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 115 158  

２．受取配当金 39 47  

３．仕入割引 440 458  

４．投資不動産賃貸料 279 269  

５．その他 93 968 4.5 92 1,026 4.6 58

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 0 0  

２．売上割引 86 82  

３．賃貸固定資産減価償却
費

49 46  

４．為替差損 72 38  

５．その他 12 222 1.0 27 194 0.9 △27

経常利益 1,028 4.8 1,251 5.6 223

Ⅵ　特別利益  

１．償却債権取立益 37 0  

２．貸倒引当金戻入益 4 1  

３．その他特別利益 1 43 0.2 － 2 0.0 △40
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産除却損 ※２ 0 1  

２．投資有価証券評価損 21 0  

３．減損損失 ※３ － 218  

４．厚生年金基金脱退特別
掛金

 － 46  

５．貸倒引当金繰入額  23 46 0.2 － 267 1.2 221

税金等調整前当期純利
益

1,025 4.8 986 4.4 △39

法人税、住民税及び事
業税

376 280  

法人税等調整額 74 451 2.1 145 426 1.9 △25

当期純利益 574 2.7 560 2.5 △13
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(3）連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

（資本剰余金の部）  

Ⅰ　資本剰余金期首残高 2,560 2,560 －

Ⅱ　資本剰余金期末残高 2,560 2,560 －

 

（利益剰余金の部）  

Ⅰ　利益剰余金期首残高 15,468 15,627 159

Ⅱ　利益剰余金増加高  

１．当期純利益 574 574 560 560 △13

Ⅲ　利益剰余金減少高  

１．配当金 389 387  

２．役員賞与 25 414 25 412 △1

Ⅳ　利益剰余金期末残高 15,627 15,775 147
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,025 986

減価償却費 103 84

減損損失 － 218

貸倒引当金の増減額(減
少：△）

17 △17

賞与引当金の増減額（減
少：△）

1 △19

退職給付引当金の減少額 △14 △100

役員退職慰労引当金の減
少額

△129 △27

受取利息及び配当金 △155 △205

支払利息 0 0

投資有価証券評価損 21 0

投資有価証券償還益 － △1

投資有価証券売却益 △18 △34

為替差損 15 38

固定資産除却損 0 1

売上債権の増減額（増
加：△）

46 △179

たな卸資産の増減額（増
加：△）

△34 161

その他流動資産の減少額 15 0

その他固定資産の増減額
（増加：△）

103 △6

仕入債務の減少額 △34 △146

未払消費税等の増減額
(減少：△）

△13 9

その他流動負債の増減額
（減少：△）

△17 16

預り保証金の増減額(減
少：△）

0 △10

役員賞与の支払額 △25 △25

小計 909 744

利息及び配当金の受取額 154 206

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △401 △316

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

661 633
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー

積立預金の預入による支
出

△216 △216

積立預金の払戻による収
入

216 216

定期預金の預入による支
出

△1,000 △800

譲渡性預金の払戻しによ
る収入

－ 500

有形固定資産の取得によ
る支出

△17 △800

無形固定資産の取得によ
る支出

△0 △2

投資有価証券の取得によ
る支出

△1,689 △737

投資有価証券の償還によ
る収入

500 320

投資有価証券の売却によ
る収入

74 68

その他 － 0

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△2,132 △1,451

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー

配当金の支払額 △389 △387

自己株式の取得による支
出

△60 △12

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△450 △399

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る
換算差額

△15 19

Ⅴ．現金及び現金同等物の減少
額

△1,936 △1,198

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首
残高

7,355 5,419

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末
残高

5,419 4,220
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　２社

　連結子会社名は、「第１企業の概況　

４．関係会社の状況」に記載しているた

め省略しております。

(1）連結子会社の数　　２社

同左

同左

(2）非連結子会社の数

　該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数

同左

２．持分法の適用に関する事項 　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は下記を除いて連結

決算日（毎３月末日）と同一であります。

決算日　　　　法人名

３月20日　　　㈱響和

　なお、連結財務諸表の作成にあたっては、

上記㈱響和の、３月20日の本決算に基づく

財務諸表を使用しております。ただし、連

結決算日との間に重要な取引が生じた場合

には、連結上必要な調整を行っております。

同左

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

その他有価証券

（時価のあるもの）

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

（時価のあるもの）

同左

（時価のないもの）

　移動平均法による原価法

（時価のないもの）

同左

たな卸資産

主として月別移動平均法による低価

法

たな卸資産

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　31～38年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

同左

無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

無形固定資産

同左

賃貸固定資産

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　31～47年

賃貸固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

②　賞与引当金

同左

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の残高に基づき計上して

おります。

③　退職給付引当金

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

④　役員退職慰労引当金

　当社の役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

④　役員退職慰労引当金

　当社の役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　通貨スワップについては、振当処理

の要件を満たしているので振当処理を、

金利スワップについては特例処理の要

件を満たしているので特例処理を採用

しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

同左

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利

スワップ

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…同左

ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的

の債券

ｂ．ヘッジ対象…同左

ハ．ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利リスクの回

避のため対象債券のヘッジを行ってお

ります。

ハ．ヘッジ方針

同左

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　スワップ取引は振当処理または特例

処理の要件を満たしているので有効性

の評価を省略しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

①　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

①　消費税等の会計処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　該当事項はありません。 同左

６．連結調整勘定の償却に関

する事項

　該当事項はありません。 同左

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利益

処分に基づいて作成しております。

同左

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

―――――――――――

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金

等調整前当期純利益は218百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

　１．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は58百

万円です。

　１．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は79百

万円です。

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式13,330,042株

であります。

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式13,330,042株

であります。

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式409,805

株であります。

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式420,022

株であります。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

販売促進費    384百万円

配送費 676

給料手当 489

販売促進費       340百万円

配送費 748

給料手当 517

　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当    392百万円

賞与引当金繰入額 119

役員退職慰労引当金繰入額 22

福利厚生費 133

消耗品費 45

減価償却費 53

給料手当       400百万円

賞与引当金繰入額 99

役員退職慰労引当金繰入額 21

福利厚生費 145

消耗品費 41

減価償却費 38

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物  0百万円

器具備品  0百万円

賃貸固定資産   0百万円

計   0百万円

建物   1百万円

器具備品   0百万円

賃貸固定資産    0百万円

計    1百万円

────── ※３．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて、減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 その他

 大阪市 賃貸 土地 駐車場
 

当社グループは、営業資産については営業拠点別に、

賃貸固定資産については賃貸物件別にグルーピングを

行っております。

時価が著しく下落していた賃貸物件に係る土地１件

について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(218百万円）として特別損失に計上いた

しました。 

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的に

調整した価額により評価しております。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目と金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目と金額との関係

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 5,509

積立預金 △90

現金及び現金同等物 5,419

（百万円）

現金及び預金勘定 4,310

積立預金 △90

現金及び現金同等物 4,220
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①　リース取引

　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

時価(百万円) 差額(百万円)
連結貸借対照
表計上額
（百万円）

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの

国債・地方債等 － － － 1,170 1,181 11

社債 － － － 255 267 12

その他 － － － － － －

小計 － － － 1,425 1,449 24

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの

国債・地方債等 1,170 1,114 △55 － － －

社債 255 253 △1 － － －

その他 － － － － － －

小計 1,425 1,367 △57 － － －

合計 1,425 1,367 △57 1,425 1,449 24

２．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額(百万円)
取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額(百万円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 1,129 2,236 1,106 1,542 3,477 1,935

債券 6 8 1 － － －

国債・地方債等 － － － － － －

社債 6 8 1 － － －

その他 － － － － － －

その他 335 358 23 217 296 79

小計 1,471 2,602 1,131 1,759 3,774 2,015

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 (注1）202 170 △32 288 259 △29

債券 954 810 △143 954 866 △87

国債・地方債等 － － － － － －

社債 954 810 △143 954 866 △87

その他 － － － － － －

その他 300 298 △1 310 300 △9

小計 1,457 1,279 △177 1,553 1,426 △127

合計 2,928 3,882 954 3,312 5,200 1,887

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

売却額(百万円)
売却益の合計
（百万円）

売却損の合計
（百万円）

売却額(百万円)
売却益の合計
（百万円）

売却損の合計
（百万円）

63 18 － 80 34 －
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 51 51

非上場株式 51 51

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券 8 2,236 － － 1,170 1,223 － －

国債・地方債等 － 1,170 － － 1,170 － － －

社債 8 1,066 － － － 1,121 － －

その他 － － － － － 101 － －

その他 212 － 298 － － 290 － －

合計 220 2,236 298 － 1,170 1,513 － －

　（注）１．前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損21百万円を計上しております。

２．当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損０百万円を計上しております。

なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が「著しく下落した」と判断するための合理的な社内基準に

基づいて行っております。

有価証券の減損に関する評価の社内基準は以下のとおりであります。

Ⅰ．市場価格または合理的に算定された価額のある有価証券の減損処理

(1）売買目的有価証券以外の有価証券（子会社株式及び関連会社株式を含む）のうち、市場価格または合理

的に算定された価額（すなわち時価）のあるものについて、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて50％以

上下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き当該時価をもって貸借対照表価額とし、

評価差額を当期の損失として処理する。

　なお、その他有価証券については、減損処理の基礎となった時価により帳簿価額を付け替えて取得原価

を修正し、以後当該修正後の取得原価と毎期末の時価とを比較して評価額を算定する。

(2）取得原価に比べて時価が30％以上50％未満下落している有価証券の評価減については、時価がおおむね

１年以内に取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みが有るかどうかの判定によることとし、判定の

基準は次のとおりとする。

①　市場価格のある株式……個別銘柄で時価が２年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落し

た状態にある場合や、発行会社が債務超過の状態にある場合、または２期連

続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合には、回復する

見込みがあるとは認められない。

②　市場価格のある債券……格付の著しい低下があった場合など信用リスクの増大に起因して、時価が２

年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落した状態にある場合は、

回復する見込みがあるとは認められない。

　この基準により回復する見込みがあるとは認められないと判定した場合は、期末に当該銘柄の時価に減額

し、差額は当期の損失として処理する。

Ⅱ．市場価格のない有価証券の減損処理

　市場価格のない株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。当該株式の発行会社の財政状態の悪化

により、実質価額が著しく低下したときは減損処理を行い、評価差額は当期の損失として処理する。

　財政状態の悪化とは、１株当たりの純資産が、当該株式を取得したときのそれと比較して、50％以上下回っ

ている場合をいう。

　また、時価のない債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずるとされているため、当該債券

については償却原価法を適用した上で、債権の貸倒見積高の算定方法に準じて信用リスクに応じた償還不能

見積高を算定し、会計処理を行う。
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③　デリバティブ取引

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

①　取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引等、金利関連では金利スワップ取引であります。

①　取引の内容

同左

②　取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引の利用目的

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建満期保有目

的の債券の為替変動を回避し安定的な利益の確保を図る

目的で、また、金利関連では将来の金利市場における変

動リスクを回避する目的で利用しております。

　また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

③　取引の利用目的

同左

イ．ヘッジ会計の方法

　通貨スワップについては、振当処理の要件を満たし

ているので振当処理を、金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているので特例処理を採用してお

ります。

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利スワップ

ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的の債券 

ハ．ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利リスクの回避のため対象債

券のヘッジを行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　スワップ取引は振当処理または特例処理の要件を満

たしているので有効性の評価を省略しております。

④　取引に係るリスクの内容

　全てヘッジ会計を適用しているため、取引に係るリス

クはないと認識しております。

④　取引に係るリスクの内容

同左

⑤　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行、管理については経理部で

行っており、必ず決裁者の承認を得て行っております。

⑤　取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価に関する事項

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引

の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載は省略してお

ります。

同左
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④　退職給付

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を併用しております。

　勤続年数10年以上の従業員に対する退職金制度を昭和46年６月１日より100％適格退職年金制度に移行しまし

た。なお、勤続年数10年未満の従業員に対しては退職一時金制度を採用しております。

　当社グループは、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

（前連結会計年度）
（平成17年３月31日現在）

（当連結会計年度）
（平成18年３月31日現在）

 

①　退職給付債務

②　年金資産

③　未積立退職給付債務＝①＋②

④　会計基準変更時差異の未処理額

⑤　退職給付引当金

※　総合設立型厚生年金基金の年金資

産の額

百万円

△638

466

△172

－

△172

   788百万円

百万円

△643

571

△71

－

△71

－     

　（注）　掛金の拠出割合により算出しております。

３．退職給付費用に関する事項

①　勤務費用

②　過去勤務債務の費用処理額

③　会計基準変更時差異の費用処理額

計

 

 

 

 

※　総合設立型厚生年金基金への拠出

額

  47百万円

－

－

47

 

 

 

 

  25百万円

（追加情報）

当社は、年金資産運用

リスクの回避と新たに

退職給付制度を構築す

るため、この度、西日

本電機販売厚生年金基

金を脱退することとし、

平成17年４月27日付で

近畿厚生局長より脱退

の認可を受けました。

この脱退に伴い、特別

掛金46百万円が発生し

ますが、平成18年３月

期において特別損失と

して計上する予定であ

ります。

    △45百万円

－

－

△45

年金資産の運用改善に

より勤務費用がマイナ

スとなっております。 

――― 

―――

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　会計基準変更時差異の処理年数

②　過去勤務債務の額の処理年数

１年

１年

 １年

 １年
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⑤　税効果会計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成17年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成18年３月31日現在）

繰延税金資産（流動）

賞与引当金繰入超過

未払事業税

棚卸資産評価損

その他

小計

繰延税金負債（流動）

その他有価証券評価差額金

小計

繰延税金資産（流動）の純額

 

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金繰入超過

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

投資有価証券評価損

賃貸固定資産（土地）

その他

小計

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金

圧縮積立金

小計

繰延税金負債（固定）の純額

百万円

48

11

2

9

72

 

△4

△4

67

 

 

4

69

61

185

－

0

321

 

△382

△100

△483

△161

百万円

40

8

－

8

57

 

－

－

57

 

 

0

29

50

15

88

0

184

 

△765

△95

△860

△676

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項

目

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目

住民税均等割等

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　40.6％

 

0.6

△0.7

2.3

1.2

44.0

　 40.55％

 

0.6

△0.9

2.6

0.3

43.2
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⑥　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

電気商品卸販売
事業
（百万円）

電気関連システ
ム化事業
（百万円）

不動産管理事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
20,912 597 10 21,520 － 21,520

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

129 2 12 144 (144) －

計 21,042 600 22 21,665 (144) 21,520

営業費用 20,803 578 15 21,396 (158) 21,238

営業利益 239 21 7 268 13 282

Ⅱ　資産、減価償却費及

び資本的支出
      

資産 15,737 393 93 16,224 8,033 24,258

減価償却費 53 － － 53 49 103

資本的支出 5 － － 5 12 18

　（注）１．事業の区分方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

電気商品卸販売事業
家庭用調理機器、浄水器、シェーバー、ヘアードライヤー、マッサージ機、オイ

ルヒーター、電子カーペット、ガスコンロ、照明器具等、住居生活関連商品

電気関連システム化事業 ビル防犯機器、インターホン設備機器等の販売及び設計施工 

不動産管理事業 営業設備及び賃貸設備の土地、建物の管理、損害保険代理業等

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

該当事項はありません。

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,175百万円でありその主なものは、当社での

余資運用資産（長期預金、投資有価証券等）及び賃貸固定資産であります。

当連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める電気商品卸販売事業の

割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

⑦　関連当事者との取引

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額         1,640.40円

１株当たり当期純利益金額      42.44円

１株当たり純資産額           1,695.26円

１株当たり当期純利益金額           41.44円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益（百万円） 574 560

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 25

（うち利益処分による役員賞与金） (25) (25)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 549 535

期中平均株式数（千株） 12,941 12,916

- 27 -



（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

――――――――――― （大和無線電器株式会社の全株式の取得と子会社化につい

て）

 当社は、平成18年２月20日開催の取締役会において、

大和無線電器株式会社の全株式を取得し子会社化とする

「株式譲渡契約」を平成18年３月３日に終結することに

ついて決議し、平成18年４月１日に全株式を取得いたし

ました。

 なお、本株式の取得により、平成18年４月１日開始事

業年度から大和無線電器株式会社は、当社の連結対象子

会社となります。

 「株式の取得の状況」

 （１）取得日　　　　平成18年４月１日

 （２）取得株式数　　174,320株（所有割合　100％）

 （３）取得価額　　　11億４百万円

 

５．販売の状況

販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

前年同期比

百万円 ％

電気商品卸販売部門 21,873 104.6

電気関連システム化部門 597 100.1

不動産管理部門 10 99.5

計 22,481 104.5

　（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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